
-〇A
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(19) 世 界 知 的 所 有権 機 関

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開 曰

2013 年 6 月 13 日（13.06.2013) W O 2013/084908 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： (74) 代理人：米津 潔，外 (YONETSU, Kiyoshi et al.) ；〒
H04W 72/12 (2009.01) H04L 27/00 (2006.01) 5458522 大阪府 大 阪市 阿倍野 区長池 町 2 2 番 2
H04J 11/00 (2006.01) H04W 72/04 (2009.01) 2 号 シャー プ株式会社 内 Osaka (JP).

(21) 国際出願番号： PCT/JP20 12/08 1448 (81) 指定国 （表示のな い限 り、全 ての種 類の 国 内保

(22) 国際出願 日： 2012 年 に 月 5 曰（05. 12.2012)
護 が 可 肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,
BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,

(25) 国際出願の言語： 日本語 CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,
FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,

(26) 国際公開の言語： 日本語 IS, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,

(30) 優先権デー タ： LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,

特願 201 1-266001 201 1 年 12 月 5 曰（05.12.201 1) JP MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL,

(71) 出願 人 （米 国 を除 く全 て の 指 定 国 につ い て ）： SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG,
シャー プ株 式会 社 (SHARP KABUSHIKI KAISHA) US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.
[JP/JP]; 〒 5458522 大 阪府 大 阪市 阿倍野 区長池 町
2 2 畨 2 2 号 (84)

Osaka (JP).
指定国 （表示のな い限 り、全 ての種 類の広域保
護 が 可 肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,

(72) 発明者；および MZ, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一 ラシ
(71) 出願人 （米国についてのみ）：横枕 一成 (YOKO- ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ

MAKURA, Kazunari). 咼 橋 宏 樹 （TAKAHASHI, (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,
Hiroki). 後藤 淳悟 (GOTO, Jungo). 中村 理 (NA- GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,
KAMURA, Osamu). 浜 口 泰弘 (HAMAGUCHI, Yas- NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

uhiro).

[続葉有]

(54) Title: BASE-STATION DEVICE, WIRELESS COMMUNICATION SYSTEM, WIRELESS COMMUNICATION DEVICE,
METHOD FOR ALLOCATING FREQUENCY BAND, AND PROGRAM

(54) 発明の名称 ：基地局装置、無線通信 システム、無線通信装置、周波数帯域割 り当て方法 および プログラ
ム

100

.120

110

<
(57) Abstract: The present invention enables suppression of the decline in use efficiency o f frequency bands, even i f the number o f
points when performing an orthogonal transform i s constrained. The invention i s a base-station device characterized in being
provided with: an allocation determination unit for allocating a subcarrier-frequency band to each o f a plurality o f communication
devices for orthogonally transforming a transmission signal and transmitting the signal b y placing the signal on a subcarrier; a com
munication-device selection unit for selecting, fi"om the plurality o f communication devices, a communication device for which the
number o f subcarriers included in the ：frequency band allocated by the allocation determination unit i s not a predetermined number;
and a frequency-band adjustment unit for changing, fi"om the ：frequency band allocated by the allocation determination unit, the fre
quency band allocated to each o f the selected communication devices; the ：frequency-band adjustment unit performing the change so
that the number of subcarriers included i n each o f the ：frequency bands resulting ：from the change matches the predetermined number.
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直交変換す る際のポイ ン ト数 に制約が あ って も、周 波数帯域 の利用効率 の低下 を抑 える ことが で きる
こと。 送信信号 を直交変換 し、サ ブキ ャ リアに配置 して送信す る複 数の通信装置 の各 々に、サ ブキ ヤ
リァの周波数帯域 を割 リ当て る割 リ当て決 定部 と、複 数の通信装置の うち、割 当て決 定部 が割 リ当てた
周波数帯域 に含 まれ るサ ブキ ャ リアの数が 、所定の数 ではない通信装置 を選択 す る通信装置選択部 と、
選択 した通信装置の各 々に割 り当て る周 波数帯域 を、割 当て決 定部が割 り当てた周波数帯域か ら変更す
る周波数帯域調 整部 とを具備 し、周波数帯域調 整部 は、変更の結 果の周波数帯域 の各 々に含 まれ るサ ブ
キ ャ リアの数が、前述の所定の数 とな るよ うに、変更 を行 うことを特徴 とす る基地局装置 。



明 細 書

発 明の名称 ：

基地局装置、無線通信 システム、無線通信装置、周波数帯域割 り当て方法

および プログラム

技術分野

[0001 ] 本発 明は、基地局装置、無線通信 システム、無線通信装置、周波数帯域割

り当て方法 および プログラム に関す る。

背景技術

[0002] 第 3 . 9 世代 の携帯電話 の無線通信 システムであ る L T E (Long Term Evo

Lut i on) システムの標準化 が完 了 し、最近 では L T E システム をよ り発展 さ

せた L T E — A (LTE-Advanced) が、 第 4 世代 の無線通信 システム （I M T

_ A な どとも称 す る）の一つ と して標準化 が行われている。

[0003] これ らのシステムの上 り リンク （移動局 か ら基地局へ の回線 ）の アクセス

方式 と しては、 シ ングル キ ャ リア周波数分割多元接続方式 （S C — F D M A

：S i ng l e Car r i e r Frequency D i v i s i on Mu l t i l e Access) と C I u s t e r

e d D F T — S — O F D M A (DFT Spread Orthogona l Frequency D i v i s i o

n Mu l t i p l e Access) の 2 つが採用 されている。 S C — F D M A は、 D F T (

D i screte Four i e r Transform ；離散 フー リエ変換 ） によ り時間信号 を周波数

信号 に時間周波数変換 し、得 られた周波数信号 をシステム帯域 内の任意 の周

波数 に連続 して配置 す る方式であ り、 D F T — S — 0 F D M な どとも称 され

る。 一方、 C l u s t e r e d D F T - S - 0 F D M A で は、 S C _ F D

M A と同様 に して得 られた周波数信号 を複数 の クラスタ と呼 ばれ る部分 スぺ

ク トル に分割 し、各 クラスタをシステム帯域 内の任意 の周波数 に不連続 に配

置 す る ことがで きる。 なお、 L T E _ A で は最大の クラスタ数 は 2 であ るが

、 クラスタ数 は任意 の数 に設定す る ことがで きる。

[0004] ここで、 1_ 丁 巳ゃ 1_ 丁 巳_ 六では、 D F T の演算量 を削減 す るため に、 高

速 フー リエ変換 (FFT ：Fast Four i e r Transform) の考 え方 に基 づいてノくタフ



ライ演算で使用するD F T ボイン卜数に制限を設けている。具体的には、各

移動局装置が使用可能な D F Τ ボイン卜数は、リソースプロックに含まれる

サブキャリア数の整数倍で、かつ式 （1 ) を満たすものに限定される （非特

許文献 1 ) 。

[0005] [数 1]

N sc = 2 - 3 β - 5 ( " )

[0006] ここで、〜 5 0 は 0 「丁ポィン卜数 （帯域幅と同一であるため、サブキヤリ

ァ数ゃ離散周波数のポイント数ともいえる。）であり、 、 β 、ァはゼロ以

上の整数を表す。式 （1 ) は、 D F T を実現するバタフライ演算を構成する

D F T ボイン卜数が 2 と3 と 5 のみでよいことを意味している。これにより

、送信処理に係る演算量および回路規模を削減することができる。

先行技術文献

非特許文献

[0007] 非特許文献 1 ：3 G P P 、 "Evo l ved Un i v e r sa l Te r r es t r i a l Rad i o Access ( E

-UTRA) ; Phys i ca l channe l s and modu La t i on'\ T S 3 6 . 2 1 1 v 1 0 .

2 . 0

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0008] しかしながら、上述の非特許文献 1 においては、 D F T ボイン卜数の制約

により、移動局装置に割り当てる周波数帯域幅に制約が生じるために、周波

数帯域の利用効率が低下することがあるという問題がある。例えば、未割り

当ての周波数帯域として、 7 R B ( R e s o u r c e B l o c k ; リソ一

スプロック、非特許文献 1 では 1 R B は 1 2 サブキャリアである）があつて

も、ある移動局装置に割り当てることができる周波数帯域は、式 （1 ) を満

たさなければならないために 6 R B となってしまい、周波数帯域の利用効率

が低くなつてしまう。



[0009] 本発明は、 このような事情 に鑑みてなされたもので、 その 目的は、直交変

換する際のポイン ト数 に制約があ っても、周波数帯域の利用効率の低下を抑

えることがで きる基地局装置、無線通信 システム、無線通信装置、周波数帯

域割 り当て方法および プログラムを提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 0] ( 1 ) この発明は上述 した課題 を解決するためになされたもので、本発明の

—態様 は、送信信号 を直交変換 し、サ ブキャ リアに配置 して送信する複数の

通信装置の各 々に、前記サ ブキヤ リァの周波数帯域 を割 り当てる割 り当て決

定部 と、前記複数の通信装置の うち、前記割当て決定部が割 り当てた周波数

帯域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数ではない前記通信装置 を選択

する通信装置選択部 と、前記選択 した通信装置の各 々に割 り当てる周波数帯

域 を、前記割当て決定部が割 り当てた周波数帯域か ら変更する周波数帯域調

整部 とを具備 し、前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域の

各 々に含 まれるサ ブキャ リアの数が、前記所定の数 となるように、前記変更

を行 うことを特徴 とする基地局装置である。

( 2 ) また、本発明の他の態様 は、上述の基地局装置であ って、前記割 り当

て決定部 は、前記複数の通信装置の間で、割 り当て られる周波数帯域が重複

しないように、前記周波数帯域の割 り当てを行い、前記周波数帯域調整部 は

、前記選択 した通信装置 と他の前記通信装置 との間で、割 り当て られる周波

数帯域の重複 を許容 し、かつ、前記割 り当て決定部が割 り当てた周波数帯域

に対 して周波数帯域 を追加することで、前記変更を行 うことを特徴 とする。

( 3 ) また、本発明の他の態様 は、上述の基地局装置であ って、前記周波数

帯域調整部 は、前記周波数帯域の追加 を行 う際、割 り当て可能な周波数帯域

の うち、優先度の高いものか ら順 に追加することを特徴 とする。

( 4 ) また、本発明の他の態様 は、上述の基地局装置であ って、前記周波数

帯域調整部が追加する周波数帯域 は、前記割 り当て決定部が割 り当てた周波

数帯域 に隣接する周波数帯域であることを特徴 とする。

( 5 ) また、本発明の他の態様 は、上述の基地局装置であ って、前記複数の



通信装置が送信 した信号 を受信する受信部 と、前記受信 した信号か ら前記通

信装置各 々の信号 を検 出する信号検 出部 とを具備 し、前記信号検 出部 は、前

記割 り当て られた周波数帯域が他の前記通信装置 と重複 している前記通信装

置の信号 については、干渉キャンセ リングを行 って、前記受信 した信号か ら

分離することを特徴 とする。

( 6 ) また、本発明の他の態様 は、上述の基地局装置であ って、前記干渉キ

ャンセ リングは、 ターボ原理 に基づ く非線形繰 り返 し等化 またはシ リアル干

渉キャンセ リングであることを特徴 とする。

( 7 ) また、本実施形態の他の態様 は、上述の基地局装置であ って、前記直

交変換 は、時間周波数変換であることを特徴 とする。

( 8 ) また、本発明の他の態様 は、複数の通信装置 と、基地局装置 とを具備

する無線通信 システムであ って、前記通信装置は、送信信号 を直交変換 し、

サ ブキャ リアに配置 して送信する送信部 を具備 し、前記基地局装置は、前記

通信装置の各 々に、前記サ ブキヤ リァの周波数帯域 を割 り当てる割 り当て決

定部 を具備 し、前記基地局装置 または前記通信装置は、前記割当て決定部が

割 り当てた周波数帯域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数であるとき

は、前記割当て決定部が割 り当てた周波数帯域 を変更する周波数帯域調整部

を具備 し、前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれ

るサ ブキャ リアの数が、前記所定の数 とな らないように、前記変更を行 うこ

とを特徴 とする。

( 9 ) また、本発明の他の態様 は、送信信号 を直交変換 し、基地局装置が割

り当てた周波数帯域のサ ブキヤ リァに、前記直交変換 した信号 を配置 して送

信する無線通信装置であ って、前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域 に含

まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数であるときは、前記基地局装置が割 り

当てた周波数帯域 を変更する周波数帯域調整部 を具備 し、前記周波数帯域調

整部 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれるサ ブキャ リアの数が、前記

所定の数 とな らないように、前記変更を行 うことを特徴 とする。

( 1 0 ) また、本発明の他の態様 は、基地局装置 における周波数帯域割 り当



て方法であ って、送信信号 を直交変換 し、サ ブキャ リアに配置 して送信する

複数の通信装置の各 々に、前記サ ブキヤ リァの周波数帯域 を割 り当てる第 1

の過程 と、前記複数の通信装置の うち、前記第 1 の過程 にて割 り当てた周波

数帯域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数ではない前記通信装置 を選

択する第 2 の過程 と、前記選択 した通信装置の各 々に割 り当てる周波数帯域

を、前記第 1 の過程が割 り当てた周波数帯域か ら変更する第 3 の過程 とを有

し、前記第 3 の過程 において、前記変更の結果の周波数帯域の各 々に含 まれ

るサ ブキャ リアの数が、前記所定の数 となるように、前記変更を行 うことを

特徴 とする。

( 1 1 ) また、本発明の他の態様 は、送信信号 を直交変換 し、基地局装置が

割 り当てた周波数帯域のサ ブキヤ リァに、前記直交変換 した信号 を配置 して

送信する無線通信装置 における周波数帯域割 り当て方法であ って、前記基地

局装置が割 り当てた周波数帯域 に含 まれるサ ブキヤ リアの数が、所定の数で

あるときは、前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域 を変更する第 1 の過程

を有 し、前記第 1 の過程 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれるサ プキ

ャ リアの数が、前記所定の数 とな らないように、前記変更を行 うことを特徴

とする周波数帯域割 り当て方法である。

( 1 2 ) また、本発明の他の態様 は、基地局装置のコンピュータを、送信信

号 を直交変換 し、サ ブキヤ リァに配置 して送信する複数の通信装置の各 々に

、前記サ ブキャ リアの周波数帯域 を割 り当てる割 り当て決定部、前記複数の

通信装置の うち、前記割当て決定部が割 り当てた周波数帯域 に含 まれるサ ブ

キヤ リァの数が、所定の数ではない前記通信装置 を選択する通信装置選択部

、前記選択 した通信装置の各 々に割 り当てる周波数帯域 を、前記割当て決定

部が割 り当てた周波数帯域か ら変更する周波数帯域調整部 と して機能 させる

ためのプログラムであ って、前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周

波数帯域の各 々に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、前記所定の数 となるように

、前記変更を行 うことを特徴 とする。

( 1 3 ) また、本発明の他の態様 は、送信信号 を直交変換 し、基地局装置が



割 り当てた周波数帯域のサブキヤリァに、前記直交変換 した信号を配置 して

送信する無線通信装置のコンピュータを、前記基地局装置が割 り当てた周波

数帯域に含まれるサブキャリアの数が、所定の数であるときは、前記基地局

装置が割 り当てた周波数帯域を変更する周波数帯域調整部 として機能させる

ためのプログラムであって、前記周波数帯域調整部は、前記変更の結果の周

波数帯域に含まれるサブキヤリァの数が、前記所定の数 とならないように、

前記変更を行うことを特徴 とする。

発明の効果

[001 1] この発明によれば、直交変換する際のポイン ト数に制約があっても、周波

数帯域の利用効率の低下を抑えることができる。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 本発明の第 1 の実施形態における無線通信システムの構成を示す概略プ

口ック図である。

[ 図2] 同実施形態における移動局装置 1 1 0 の構成を示す概略プロック図であ

る。

[ 図3] 同実施形態における基地局装置 1 2 0 の構成を示す概略プロック図であ

る。

[ 図4 ] 同実施形態におけるスケジユー リング部 2 7 の構成を示す概略プロック

図である。

[ 図5] 同実施形態におけるスケジュ一 リング部 2 7 の動作を説明するフローチ

ャ一 卜である。

[ 図6] 同 リソース決定部 4 による割 り当て結果の例を示す図である。

[ 図7 ] 同実施形態におけるスケジユー リング部 2 7 による割 り当て結果の例を

示す図である。

[ 図8]従来の割 り当て結果の例を示す図である。

[ 図9] 本発明の第 2 の実施形態におけるリソース決定部 4 2 による割 り当て結

果の例を示す図である。

[ 図 10 ] 同実施形態におけるスケジユー リング部 2 7 による割 り当て結果の例



を示す図である。

[ 図 1 1 ] 従来の割 り当て結果の例 を示す図である。

[ 図 12] 本発明の第 3 の実施形態 における リソー ス決定部 4 2 による割 り当て

結果の例 を示す図である。

[ 図 13 ] 同実施形態 におけるスケジユー リング部 2 7 による割 り当て結果の例

を示す図である。

[ 図 14 ] 従来の割 り当て結果の例 を示す図である。

発明を実施するための形態

[ 第 1 の実施形態 ]

以下、図面 を参照 しなが ら、本発明の第 1 の実施形態 について説明する。

図 1 は、本実施形態 における無線通信 システム 1 0 0 の構成 を示す概略 プロ

ック図である。図 1 に示すように、無線通信 システム 1 0 0 は、複数の移動

局装置 1 1 0 (通信装置） と、 これ らの移動局装置 1 1 0 と通信する基地局

装置 1 2 0 とを含んで構成 される。基地局装置 1 2 0 は、各移動局装置 1 1

0 に対 して、上 りリンクの送信 に用いるサ ブキヤ リァの周波数帯域 を割 り当

てる。移動局装置 1 1 0 の各 々は、基地局装置 1 2 0 が割 り当てた周波数帯

域のサ ブキャ リアに、信号 を配置 して送信する。なお、本実施形態 における

無線通信 シ ステ ム 1 0 0 は、 アップ リン ク に シ ン ダル キ ヤ リァ周波数分割多

元接続 （S C — F D M A ) を用いる。すなわち、移動局装置 1 1 0 は、送信

信号 を D F T によ り時間周波数変換 して、周波数信号 （周波数領域の信号 と

もいう）を生成する。 そ して、移動局装置 1 1 0 は、基地局装置 1 2 0 が割

り当てた周波数帯域のサ ブキ ヤ リァに、該周波数領域の信号 を配置 して送信

する。なお、本実施形態では時間周波数変換 と して D F T を使用 しているが

、 ι¾速 フ一 リェ変 ( F F Τ ：F a s t F o u r i e T r a n s f o r

m ) を使用するように してもよい。 また、 この変換 は、 D F T に対する式 （

) によるポイン ト数の制限のように、ポイン ト数が制限される可能性のあ

る直交変換であればよ く、例 えば、 2 のべ き乗が一般的に使用されるゥオル

シュ系列 （アダマール変換）を用いた周波数拡散な どを適用 してもよい。



[0014] 図 2 は、 移 動 局 装 置 1 1 0 の構 成 を示 す概 略 プ ロ ック図 で あ る。 移 動 局 装

置 1 1 0 は 、 符 号 部 1 、 変 調 部 2 、 D F T 部 3 、 リ ソ ー ス 割 当部 4 、 復 調 用

参 照 信 号 多 重 部 5 、 I F F T 部 6 、 切 替 部 7 、 サ ゥ ンデ イ ン グ参 照 信 号 多 重

部 8 、 C P 揷 入部 9 、 送 信 部 1 0 、 送 信 ア ンテ ナ 1 1 、 受信 部 1 2 、 制 御 情

報 検 出部 1 3 、 M C S 識 別 部 1 4 、 リ ソ ー ス 識 別 部 1 5 、 復 調 用参 照 信 号 生

成 部 1 6 、 サ ゥ ンデ イ ン グ参 照 信 号 生成 部 1 7 、 受信 ア ンテ ナ 1 8 を含 ん で

構 成 され る。

受信 ア ンテ ナ 1 8 は、 基 地 局 装 置 1 2 0 が送 信 した信 号 を受信 す る。 受信 部

1 2 は、 受信 ア ンテ ナ 1 8 が 受信 した信 号 に対 して、 ダ ウ ン コ ンバ ー ジ ョン

お よび A / D (Ana log t o D i g i t a l ) 変 換 な どを行 い、 デ ィジ タル デ ー タ を生

成 す る。 制 御 信 号 検 出部 1 3 は、 こ の デ ィジ タル デ ー タか ら制 御 情 報 を抽 出

す る。 この制 御 情 報 は、 例 え ば、 1_ 丁 巳ゃ 1_ 丁 巳 _ 八で は、 P D C C H (Phy

s i c a L Down l i nk Cont r o l Channe l ) と呼 ばれ る制 御 チ ャ ネ ル で 伝 送 され、 D

C I (Down l i nk Cont r o l Informat i on) フ 才 一 マ ツ 卜と呼 ばれ る伝 送 制 御 に

使 用 され る制 御 ビ ッ トで あ る。 た だ し、 伝 送 制 御 に使 用 され る制 御 情 報 で あ

れ ば よ く、 L T E や L T E — A の制 御 情 報 に限 定 され な い。 な お、 L T E や

L T E _ A で は、 上 り リン クの伝 送 制 御 に使 用 され る D C I フ ォ ー マ ッ トは

、 D C I フ 才 一 マ ツ 卜0 また は D C I フ 才 一 マ ツ 卜4 と定義 され て お り、 制

御 信 号 検 出部 1 3 は、 これ らを検 出 す る。 この よ うに制 御 信 号 検 出部 1 3 は

、 上 り リン クの伝 送 制 御 に使 用 され る制 御 ビ ッ トを検 出 す る。 移 動 局 装 置 1

1 0 は、 この制 御 ビ ッ トに従 い、 送 信 デ ー タ を送 信 す る。

[001 5 ] 制 御 信 号 検 出部 1 3 は、 検 出 した制 御 ビ ッ 卜が示 す トラ ンス ポ 一 卜プ ロ ッ

クサ イ ズ （情 報 ビ ッ 卜数 ）、 符 号 化 率 、 変 調 方 式 を、 M C S 識 別 部 1 4 に通

知 す る。 また、 制 御 信 号 検 出部 1 3 は、 検 出 した制 御 ビ ッ トが示 す D F T ポ

イ ン 卜数 及 び リ ソ ー ス イ ン デ ッ ク ス を リ ソ ー ス 識 別 部 1 5 に 通 知 す る 。 こ こ

で、 D F T ポ イ ン ト数 は、 D F T を施 す 際 の変 調 シ ンボル 数 で あ る。 また、

リ ソ ー ス イ ン デ ッ ク ス は、 周 波 数 帯 域 割 当 て情 報 とも い い、 周 波 数 信 号 を配

置 す る周 波 数 位 置 （サ ブキ ャ リア） を表 す。 本 実 施 形 態 で は、 移 動 局 装 置 1



1 0 の各 々 には、 連続 した周 波数 帯域 が割 り当て られ る。 その ため、 周 波数

帯域 割 当て情 報 は、 例 え ば、 割 り当て られ た周 波数 帯域 の低 周 波側 の端 を示

す イ ンデ ックス と、 周 波数 帯域 の帯域 幅 を示 す イ ンデ ックス とか らな る。 な

お、 制 御 情 報 には D F T ポ イ ン ト数 が含 まれ て お らず、 制 御 信 号検 出部 1 3

が、 制 御 情 報 に含 まれ る リソー ス ィ ンデ ックスか ら D F T ボ イ ン 卜数 を算 出

す る よ うに して も よい。 例 え ば、 リソー ス イ ンデ ックスが示 す周 波数 帯域 に

含 まれ るサ ブキ ャ リア数 を、 D F T ポ イ ン ト数 とす る。 また、 制 御 信 号検 出

部 1 3 は、 検 出 した制 御 ビッ 卜が示 す復 調 用参 照信 号 （D M R S ：DeModu Lat

i onReference S i gna l ) のパ ター ンを、 復 調 用信 号参 照信 号 生成 部 1 6 に通 知

す る。 こ こで、 復 調 用参 照信 号 のパ ター ン とは、 例 え ば、 復 調 用参 照信 号 と

して用 い る符 号 系 列 を指 定 す る情 報 で あ る。

[001 6] M C S 識 別部 1 4 は、 制 御 信 号検 出部 1 3 か ら通 知 され た トラ ンスポ 一 卜

プ ロ ックサ イ ズ と、 符 号 化率 とを、 符 号部 1 に通 知 す る。 また、 M C S 識 別

部 1 4 は、 制 御 信 号検 出部 1 3 か ら通 知 され た変調 方 式 を変調 部 2 に通 知 す

る。 リソー ス識 別部 1 5 は、 制 御 信 号検 出部 1 3 か ら通 知 され た D F T ボ イ

ン 卜数 を D F T 部 3 に通 知 す る。 また、 リソー ス識 別部 1 5 は、 制 御 信 号検

出部 1 3 か ら通 知 され た リソー ス イ ンデ ックス を リソー ス割 当部 4 に通 知 す

る。 復 調 用参 照信 号 生成 部 1 6 は、 制 御 信 号検 出部 1 3 か ら通 知 され たバ タ

ー ンの復 調 用参 照信 号 （D M R S ) を生成 して、 復 調 用参 照信 号 多重部 5 に

出力 す る。

[001 7 ] 符 号 化部 1 は、 入 力 され た情 報 ビッ トT X を、 通 知 され た トラ ンスポ 一 卜

プ ロ ックサ イ ズの ビッ ト数 毎 に分 割 す る。 符 号 化部 1 は、 分 割 した情 報 ビッ

卜T x を、 通 知 され た符 号 化率 にて誤 り訂 正符 号 化 し、 符 号 化 ビッ トを生成

す る。 変調 部 2 は、 通 知 され た変調 方 式 に従 い符 号 化 ビッ トを変調 して、 四

相 位 相 変調 （Q P S K ：Quaternary Phase Sh i f t Key i ng) や 1 6 値 直交振 幅

変調 （1 6 Q A M ：16-ary Quadrature Am l i tude Modu lat i on) な どの変調

信 号 を生成 す る。 D F T 部 3 は、 通 知 され た D F T ポ イ ン ト数 の変調 信 号 に

対 して、 時 間周 波数 変換 を施 して、 周 波数 信 号 を生成 す る。 な お、 この時 間



周波数変換 は、 D F T によ り行われ る。 また、 D F T 部 3 が実行可能な D F

T の D F T ポイ ン ト数 は、素因数 と して 2 、 3 、 5 のみ を含む数 （所定の数

) である。 すなわち、 D F T ポイ ン ト数 は、式 （1 ) を満たす N s c でなけ

ればな らない。

リソース割 当部 4 は、通知 された リソースィ ンデ ックスによ り指定 された周

波数位置 に、周波数信号 を配置する。復調用参照信号多重部 5 は、 リソー ス

割 当部 4 によ り周波数信号が各周波数位置 に配置 された信号 に、 D M R S を

時間多重する。 なお、 D M R S が多重 され る周波数位置 は、 リソー ス割 当部

4 が周波数信号 を配置 した周波数位置 と同 じである。 なお、 M M R S は受信

側 において復調 （信号検 出）の際 に用い られ るように多重 されればよ く、 D

M R S を多重する周波数位置や多重方法 （時間多重、周波数多重な ど）は、

これ に限定 されない。 I F F T 部 6 は、 D M R S が多重 された信号 に対 して

、 I F F T (Inverse Fast Four i e r Transform ；；] 高速 フ一 リエ変 ) を施

して、時間信号 （時間領域信号 ともい う） を生成 する。 なお、 この I F F T

は、 無線通信 シ ス テ ム 1 0 0 で 定義 された F F T ポ イ ン ト数 （シ ス テ ム帯域

) にて行われ る。

切替部 7 は、 I F F T 部 6 が生成 した時間領域信号 を送信 するサ ブフ レー

厶が、サ ゥンデ イング参照信号 （S R S ：Sound i ng Reference S i gna l ) を送

信 するサ ブフ レームであるか否かを判断する。 なお、サ ブフ レーム とは、移

動局装置 1 1 0 に リソー ス を割 り当てる際の時間方向の最小単位 であ り、所

定の数 の D F T プロックを時間多重 して構成 され る。 また。 フ レー ム ゃパケ

ッ 卜な どとも称 され る。 S R S は、基地局装置 1 2 0 にて伝搬路状態 を測定

(サ ゥンデ イング）するための参照信号である。 この伝搬路状態 は、後述す

るように各移動局装置 1 1 0 へ の周波数帯域 の割 り当てを決定する際な どに

用い られ る。 S R S を送信 するサ ブフ レー ム であると判断 した場合 には、切

替部 7 は、 I F F T 部 6 が生成 した時間領域信号 をサ ゥンデ イング参照信号

多重部 8 に出力する。一方、 S R S を送信 するサ ブフ レー ム ではない と判断

した場合 には、切替部 7 は、何 もせずに、時間領域信号 をC P 揷入部 9 に出



力する。

サゥンデイング参照信号生成部 1 7 は、 S R S を生成する。サゥンデイング

参照信号多重部 8 は、切替部 7 から入力された時間領域信号と、 S R S とを

時間多重 して、C P揷入部 9 に出力する。C P揷入部 9 は、サゥンデイング

参照信号多重部 8 または切替部 7 から入力された時間領域信号に対 して、サ

イクリツクプレフィックス （C P ：Cyc U c Pref i x) を揷入する。C P とは、

時間領域信号の後方部分を、予め定義された長さだけコピーしたものである

。 C P揷入部 9 は、この C P を、時間領域信号の先頭に揷入することで、C

Pの挿入を行う。送信部 1 0 は、C Pが挿入された時間領域信号に対 して、

D / A (D i g i t a l t o Ana log) 変換、アップコンバージ ョン、増幅などの送信

処理が施 した後、送信アンテナ 1 1 から基地局装置 1 2 0 に送信する。

図3 は、基地局装置 1 2 0 の構成を示す概略プロック図である。基地局装

置 1 2 0 は、受信アンテナ 2 1、受信部 2 2 、 C P除去部 2 3 、切替部 2 4

、サゥンデイング参照信号分離部 2 5 、伝搬路サゥンデイング部 2 6 、スケ

ジュ一リング部 2 7 、制御信号生成部 2 8 、送信部 2 9 、 F F T 部 3 0 、復

調用参照信号分離部 3 1、伝搬路推定部 3 2 、 リソース分離部 3 3 、信号検

出部 3 4 、送信アンテナ3 5 を含んで構成される。なお、復調用参照信号分

離部 3 1、伝搬路推定部 3 2 、 リソース分離部 3 3 、信号検出部 3 4 を、無

線通信システム 1 0 0 を構成する移動局装置 1 1 0 の台数と同じだけ備え、

各々がいずれかの移動局装置 1 1 0 の信号を検出対象とするようにしてもよ

し、。あるいは、復調用参照信号分離部 3 1、伝搬路推定部 3 2 、 リソース分

離部 3 3 、信号検出部 3 4 を一つずつ備えるようにしてもよい。この場合は

、これらの各部は、移動局装置 1 1 0 の台数と同じ回数だけ繰り返 し動作 し

て、該繰り返 しの各回において、いずれかの移動局装置 1 1 0 の信号を検出

対象とする。

受信アンテナ 2 は、移動局装置 1 1 0 が送信 した信号を受信する。受信部

2 2 は、受信アンテナ 2 1 が受信 した信号に対 し、ダウンコンバージョンや

A / D変換などの受信処理を行ない、ディジタル信号を得る。C P除去部 2



3 は、 このデ ィジタル信号か らサイク リックプ レフィックス （C P ) を除去

する。切替部 2 4 は、 C P が除去 された信号が含 まれ るサ ブフ レームがサ ゥ

ンデ イング参照信号 （S R S ) が多重 されたサ ブフ レー ム か否かを判断する

。 ここで、 S R S が多重 されたサ ブフ レームではない と判断 した場合 には、

切替部 2 4 は、 C P が除去 された信号 をその まま、 F F T 部 3 0 に出力する

。一方、 S R S が多重 されたサ ブフ レー ム であると判断 した場合 には、切替

部 2 4 は、 C P が除去 された信号 をその まま、サ ゥンデ イング参照信号分離

部 2 5 に出力する。サ ゥンデ イング参照信号分離部 2 5 は、 C P が除去 され

た信号か ら、 S R S を分離 する。サ ゥンデ イング参照信号分離部 2 5 は、分

離 した S R S を、伝搬路サ ゥンデ イング部 2 6 に出力 し、残 りの信号 を F F

T 部 3 0 に出力する。

伝搬路サ ゥンデ イング部 2 6 は、 サ ゥンデ ィング参照信号分離部 2 5 が分離

した S R S か ら、該 S R S が配置 された周波数 の伝搬路状態 を算 出する。 な

お、 S R S は、各移動局装置 1 1 0 が送信 するので、伝搬路サ ゥンデ イング

部 2 6 は、伝搬路状態の算 出を、各移動局装置 1 1 0 について行 う。 なお、

伝搬路状態の算 出は、本実施形態では、 リソー ス プロック （1 2 サ ブキ ヤ リ

ァ）単位 で行 うが、 そのサ ブキャ リア単位 な ど、 その他 の伝送制御単位 で行

つてもよい。伝搬路状態 とは、例 えば、受信 S I N R (S i gna l t o Interfere

nce p lus No i se power Rat i o ；信号対干渉雑音電力比）や、通信路容量 （伝

送路容量、Channe L Capac i ty) であ る。

スケジュ一 リング部 2 7 は、伝搬路サ ゥンデ ィング部 2 6 が算 出 した伝搬路

状態 に基づいて、各移動局装置 1 1 0 に割 り当てる周波数帯域 および D F T

ポイ ン ト数 を決定する。 また、 スケジュー リング部 2 7 は、周波数帯域 の割

り当てに加 えて、移動局装置 1 1 0 毎 に、符号化率、変調方式 も決定する。

スケジュー リング部 2 7 は、決定 した これ らの情報 を、制御信号生成部 2 8

に出力する。 なお、 スケジュー リング部 2 7 による周波数割 り当て方法 につ

いては後述する。制御信号生成部 2 8 は、 スケジュー リング部 2 7 か ら入力

された情報 に基づ き、移動局装置 1 1 0 の各 々について、制御情報 を生成 し



、該制御情報 を表す制御信号を生成する。 この制御情報は、周波数帯域の割

り当て結果を示す リソースィンデ ックスと、 D F T ボイン 卜数 を示す情報 と

、符号化率 を示す情報 と、変調方式を示す情報 とを含む。送信部 2 9 は、 こ

の制御信号に対 して、 アップコンパ一ジ ョンや D / A 変換などの無線送信処

理 を行 った後、送信 アンテナ 3 5 か ら各移動局装置 1 1 0 に送信する。

F F T 部 3 0 は、切替部 2 4 あるいはサゥンデ ィング参照信号分離部 2 5

か ら入力された信号を、高速 フー リエ変換 により時間周波数変換 して、周波

数信号を生成する。復調用参照信号分離部 3 1 は、 この周波数信号か らD M

R S を分離する。復調用参照信号分離部 3 は、分離 した D M R S を伝搬路

推定部 3 に出力 し、残 りの周波数信号を リソース分離部 3 3 に出力する。

伝搬路推定部 3 2 は、各移動局装置 1 1 0 が伝送に用いたサブキャ リア （離

散周波数）の伝搬路特性 と、他セルか らの干渉を含む雑音電力 とを推定 し、

得 られた結果を信号検出部 3 4 に出力する。

リソース分離部 3 3 は、復調用参照信号分離部 3 か ら入力された周波数信

号か ら、検出対象の移動局装置 1 1 0 が使用 した周波数帯域の信号のみを抽

出する。なお、移動局装置 1 1 0 が使用 した周波数帯域は、スケジユー リン

グ部 2 7 が該移動局装置 1 1 0 に割 り当てた周波数帯域である。そのため、

リソース分離部 3 3 は、スケジュー リング部 2 7 か ら該情報 を取得する。信

号検出部 3 4 は、 リソース分離部 3 3 が抽出 した信号に対 して、等化、変調

シンボルの復調、誤 り訂正復号などの信号検出を行い、検出対象の移動局装

置 1 1 0 に入力された情報 ビッ 卜T x に対応する復号 ビッ 卜R x を得 る。な

お、後述するように、各移動局装置 1 1 0 に割 り当て られる周波数帯域は、

移動局装置 1 1 0 間で重複 している場合がある。 このため、信号検出部 3 4

が信号検出をする際には、重複 している周波数帯域の周波数信号か ら、検出

対象の移動局装置 1 1 0 か らの信号を分離する処理 も含 まれる。 この分離処

理は、 ターボ原理 に基づ く非線形繰 り返 し等化 （ターボ等化）による干渉キ

ヤンセ リングにより実現 してもよい し、 S I C (Success i ve Interference C

ance LLat i on) のようなランキング してシ リアルに各移動局装置 1 1 0 の信号



を検出するようなシ リアル干渉キヤンセ リングにより実現 してもよい。

[0021 ] 図 4 は、本実施形態におけるスケジュー リング部 2 7 の構成を示す概略プ

ロック図である。スケジュー リング部 2 7 は、優先度算出部 4 1 、 リソース

決定部 4 2 、 ¾ 調整部 4 3 、移動局装置選択部 4 4 を含んで構成される。

優先度算出部 4 は、サゥンデ イング部 2 6 か ら入力された各移動局装置 1

1 0 の各 リソースプロックの伝搬路状態に基づき、各 リソースプロックにお

ける各移動局装置 1 1 0 の優先度を算出する。優先度算出部 4 は、 この優

先度の算出を、例えば、受信 S I N R を各移動局装置 1 1 0 の優先度するM

a x C I R法や、式 （2 ) により優先度を算出する P F (Proport i ona l Fa

i ness) 法などを用いて行 う。

[0022] [ 数 2 ]

、 R ( , m ) .
P u , m ) = — ~ - . ( 2 )

[0023] 式 （2 ) において、 P ( u ，m ) は u 番 目の移動局装置 1 1 0 の m番 目の

リソースプロックの優先度である。 この値が大きいほど、 この リソースプロ

ックの優先度が高いことを表す。 また、 R ( u ，m ) は u 番 目の移動局装置

1 0 にm番 目の リソースプロックを割 り当てたと仮定 した場合の見込みス

ル一プッ ト、 R a v e ( u ) は u 番 目の移動局装置 1 1 0 のスケジユー リン

グのタイミングまでに達成 した平均スループッ 卜を表す。

[0024] リソース決定部 4 2 (割 り当て決定部）は、 このように算出された優先度

に基づき、各 リソースプロック（周波数帯域）を、該 リソースプロックで最も

優先度の高い移動局装置 1 1 0 に割 り当てる。すなわち、 リソース決定部 4

2 は、移動局装置 1 1 0 各々に、周波数帯域を割 り当てる。ただ し、 リソ一

ス決定部 4 2 は、各移動局装置 1 1 0 には周波数方向に連続 した リソースプ

ロックを割 り当てるという条件 A と、各 リソースプロックには複数の移動局

装置 1 1 0 を割 り当てないという条件 B を満たすように、 この割 り当てを行

う。なお、本実施形態の上 りリンクでは、シングルキャリア周波数分割多元



接続 方 式 が用 い られ て い るため、 割 り当て結 果 は条件 A を満 たす よ うに、 割

り当てて い る。例 えば、 リソ ー ス 決 定部 4 2 は、 平 均 ス ル ー プ ッ トの低 い移

動局装 置 1 1 0 か ら順 に、 上述 の条件 A 、 B を満 た し、 割 り当て結 果 の リソ

— ス プ ロ ックの優 先度 の合計 が最 も大 き くな る割 り当て を探 す ことで、 割 り

当て を行 う。 な お、 各移 動局装 置 1 1 0 に割 り当て る リソ ー ス プ ロ ック数 は

、例 えば、 予め決 め られ た数 で もよい し、 各移 動局装 置 1 1 0 が要 求 した数

に して もよい し、 Q o S (Qua l i t y o f Serv i ce) に従 って決 定 され た数 に し

て もよい。

移 動局装 置選択部 4 4 (通信 装 置選択部 9 には、 リソ ー ス 決 定部 4 2 に よ る

割 り当ての結 果 が入力 され る。移 動局装 置選択部 4 4 は、 各移 動局装 置 1 1

0 につ いて、 割 り当て結 果 が示 す D F T ポ イ ン ト数 が式 （1 ) を満 たすか否

か を判 定 す る。 すなわ ち、移 動局装 置選択部 4 4 は、 各移 動局装 置 1 1 0 に

つ いて、 割 り当て結 果 が示 す D F T ポ イ ン ト数 （サ ブキ ャ リア数 を同数 とな

る） が、 2 、 3 、 5 のみ を素 因数 とす る数 （所 定 の数 ） であ るか否 か を判 定

す る。移 動局装 置選択部 4 4 は、 その D F T ポ イ ン ト数 が式 （1 ) を満 たす

と判 定 した移 動局装 置 1 1 0 につ いて は、 リソ ー ス 決 定部 4 2 に よ る割 り当

ての結 果 を、 その まま最終 的な周波数 帯域 の割 り当て結 果 と して 出力 す る。

—方、移 動局装 置選択部 4 4 は、 その D F T ポ イ ン ト数 が式 （1 ) を満 た さ

な い （な お、 式 （1 ) を満 た さな い D F T ポ イ ン ト数 とな る リソ ー ス プ ロ ッ

ク数 を、 「割 当不可能 な リソ ー ス プ ロ ック数 」 と以 下 で はい う） と判 定 した

移 動局装 置 1 1 0 につ いて は、 リソ ー ス 決 定部 4 2 に よ る割 り当ての結 果 を

、 R B 調 整部 4 3 に出力 す る。

調整部 4 3 (周 波数 帯域調整部 ） は、移 動局装 置選択部 4 4 か ら入力 さ

れ た割 り当ての結 果 を、 式 （1 ) を満 たす よ うに、 変 更 す る。 よ り具 体 的 に

は、 R B 調 整部 4 3 は、 割 り当て る リソ ー ス プ ロ ックを増 加 させ る。 こ の 増

加 させ る際、 R B 調 整部 4 3 は、 該割 り当ての対象 とな って い る移 動局装 置

0 と他 の移 動局装 置 1 1 0 との 間で、 割 り当て られ る リソ ー ス プ ロ ック

の重複 を許容 す る。 そ して、 R B 調 整部 4 3 は、 増 加 させ た結 果 を、 最終 的



な周波数帯域の割 り当て結果 と して出力する。

具体的には、 R B 調整部 4 3 は、割 り当ての結果の リソー ス プロック群 に隣

接する リソー ス プロックのいずれか一方 を、割 り当て結果が式 （1 ) を満た

すまで追加する。両端の うち、 どち らを追加するかは、例 えば、優先度の高

い方 を選択 してもよい し、他の移動局装置 1 1 0 に割 り当て られていない方

を選択するように してもよい。なお、 ここでは、増加 させる リソースプロッ

クの数が最小 となる場合 を示 したが、受信処理で信号 を分離で きると判断さ

れる場合や、 スル ー プッ 卜が結果的に高 くなると判断される場合な どには、

さ らに R B 数 を増加 させてもよい。

図 5 は、本実施形態 におけるスケジュー リング部 2 7 の動作 を説明するフ

口一チヤ一 卜である。 まず、 ステ ップ S 1 において、優先度算出部 4 1 は、

リソー ス プロック （R B ) と移動局装置 1 1 0 との組合せ ごとに優先度 を算

出する。次 に、 ステ ップ S 2 において、 リソース決定部 4 2 は、優先度 に基

づ き、移動局装置 1 1 0 各 々に R B を割 り当てる。次 に、 ステ ップ S 3 にお

いて、移動局装置選択部 4 4 は、各移動局装置 1 1 0 に仮想的な通 し番号 （

I D でもよい）を割 り当てる。次 に、 ステ ップ S 4 において、移動局装置選

択部 4 4 は、処理対象の移動局装置 1 1 0 を示す通 し番号 u = 1 とする。

次 に、 ステ ップ S 5 において、移動局装置選択部 4 4 は、番号 u の移動局装

置 1 1 0 に対するステ ップ S 2 による割 り当て結果が、割当不可能な R B 数

か否かを判定する。割当不可能な R B 数 であると判定 した ときは （S 5 — Y

e s ) ステ ップ S 6 に遷移する。 ステ ップ S 6 において、 ¾ 調整部 4 3

は、割当可能な R B 数 になるまで R B を増加 させる。次 に、 ステ ップ S 7 に

おいて、 R B 調整部 4 3 は、割 り当てを確定する。すなわち、 R B 調整部 4

3 は、 これ までの割 り当ての結果 を、最終的な周波数帯域の割 り当て結果 と

し、 ステ ップ S 9 に遷移する。一方、 ステ ップ S 5 において、割当不可能な

R B 数 でないと判定 した ときは （S 5 _ N o ) 、上述のステ ップ S 7 に直接

移》 & 。

ステ ップ S 9 では、 u 番 目の移動局装置 1 1 0 が最後の番号の移動局装置 1



1 0 か否かを判定する。最後の番号の移動局装置 1 1 0 であると判定 したと

きは （S 9 _ Y e s ) 、割当を終了する。一方、最後の番号の移動局装置 1

1 0 でないと判定 したときは （S 9 _ N o ) 、ステップS 8 に遷移する。ス

テツプS 8 において、移動局装置選択部 4 4 は、通 し番号 u に 1 を加算 して

、通 し番号 u を割り当てが未確定の移動局装置 1 1 0 の番号にして、ステツ

プS 5 に戻る。このように、最後の番号の移動局装置 1 1 0 までステップS

5 以降を繰 り返すことで、全ての移動局装置 1 1 0 について周波数帯域の割

り当てを確定させる。

[0026] 図 6 は、 リソース決定部 4 2 による割り当て結果の例を示す図である。図

6 において、横軸は周波数である。また、符号 R B 1、 R B 2 R B 1

5 は、それぞれ リソースプロックである。図 6 に示す例では、 リソース決定

部 4 2 は、第 1 の移動局装置 1 1 0 に、符号 B 1 を付 した周波数帯域 （リソ

—スプロックR B 1 からR B 7 ) を割り当て、第 2 の移動局装置 1 1 0 に、

符号 B 2 を付 した周波数帯域 （リソースプロックR B 8 からR B 1 5 ) を割

り当てている。周波数帯域 B 1 は、 7 リソースプロックであるので、対応す

るD F T ポイン ト数は 7 X 1 2 = 8 4 である。 8 4 の素因数は、 2 、 3 、 7

であり、式 （1 ) を満たさない。一方、周波数帯域 B 2 は、 8 リソースプロ

ックであるので、対応するD F T ポイン ト数は 8 X 1 2 = 9 6 である。 9 6

の素因数は、 2 、 3 のみであり、式 （1 ) を満たす。

[0027] 図 7 は、本実施形態におけるスケジユーリング部 2 7 による割り当て結果

の例を示す図である。図 7 において、横軸は周波数である。図 7 の割り当て

結果は、 リソース決定部 4 2 が図 6 に示す割り当てを行ったときの、スケジ

ュ一リング部 2 7 による割り当て結果の例である。図 6 の周波数帯域 B は

、式 （1 ) を満たさないので、 R B調整部 4 3 は、周波数帯域 B にリソ一

スプロックR B 8 を追加 した周波数帯域 B を、スケジューリング部 2 7

による第 1 の移動局装置 1 1 0 への割り当て結果としている。周波数帯域 B

' は、 リソースプロック数は 8 であるので、対応するD F T ポイン ト数は

8 X 1 2 = 9 6 であり、式 （1 ) を満たす。一方、図 6 の周波数帯域 B 2 は



、式 （1 ) を満たすので、移動局装置選択部 4 4 は、 リソース決定部 4 2 に

よる割り当て結果である周波数帯域 B 2 をそのままスケジュ一リング部 2 7

による第 2 の移動局装置 1 1 0 への割り当て結果としている。

[0028] 図 8 は、従来の割り当て結果の例を示す図である。図 8 の例は、 リソース

決定部 4 2 が図 6 のように割り当てた場合と同様の状況における従来の割り

当て結果である。非特許文献 1 などの従来の方法では、 S C —F D M A を用

いている場合、前述の条件A 、 B に加えて、式 （1 ) を満たすように割り当

てる。このため、第 2 の移動局装置には、図 7 と同様に周波数帯域 B 2 を割

り当てるが、第 1 の移動局装置には、周波数帯域 B 1 からリソースプロック

B 7 を除いて、 リソースプロックR B 1 からR B 6 からなる周波数帯域 B

" を割り当てている。

このように、本実施形態では、第 1 の移動局装置 1 1 0 に周波数帯域 Β Γ

を割り当ててR B数 （D F T ポイン ト数）の制限を回避 している。また、 リ

ソースプロックR B 8 において、第 1 の移動局装置 1 1 0 の割り当て周波数

帯域と、第 2 の移動局装置 1 1 0 の割り当て周波数帯域とが重複するという

非直交多重 （無線 リソースの共有方法という意味で非直交アクセスと呼んで

もよい）を行う。これは、受信アンテナが 2 本以上であれば直交多重と考え

ることもできるため、直交多重と呼んでもよいが、ここでは意図的に部分的

な重複を行うことを非直交多重と呼ぶ。このように、 リソースプロックR B

8 の非直交アクセスとR B 8 以外の直交アクセスが混在するこのような直交

/ 非直交ハイプリッドアクセスをR B数の制限の回避に使用することで、シ

ステム帯域全体のリソースに対 して割り当てたリソースの使用率も高くする

ことができる。

[0029] このように、本実施形態は、割当不可能なリソースプロック数を避けつつ

、割り当てるべきリソースプロックを各移動局装置 1 1 0 が使用することが

でき、その結果周波数利用効率が高まる。すなわち、 D F T ポイン ト数に制

約があっても、周波数帯域の利用効率の低下を抑えることができる。さらに

、例えば、図 7 に示されるように、システム全体のR B数が 1 5 であるのに



対 し、第 1 と第 2 の移動局装置 に割 り当てた R B 数 がそれぞれ 8 であること

か ら、合計で 1 6 R B 使 っていることと等価である。 したが って、一部の リ

ソースプロックで無線 リソースを多 く割 り当てることがで きることによ り無

線資源の利用効率 も高い。

なお、本実施形態は、基地局装置 1 2 0 が、移動局装置 1 1 0 に周波数帯

域 を割 り当てている。 しか し、移動局装置 1 1 0 が R B 調整部 4 3 を備 え、

基地局装置 1 2 0 が割 り当てて通知 した周波数帯域が割当不可能な リソー ス

プロック数であるときに、移動局装置 1 1 0 の ¾ 調整部 4 3 が、使用する

リソースプロック数が割当不可能な リソースプロック数 とな らないように、

使用する リソースプロック数 を増加 させるように してもよい。なお、 どの リ

ソー ス プロックを増やすかに関 しては受信品質が把握で きる場合 には受信品

質を用いてもよい し、予め決め られたルール に基づいてもよい。例 えば、割

り当て られた リソー ス プロック数 を越 える最小の割当不可能でない リソー ス

プロック数 に高周波成分の リソー ス プロックを増やすな どといつた方法な ど

が考 え られるが、一意 に認識で きればどのようなルール に してもよい。

さ らに、受信処理 を行 う基地局装置 1 2 0 では、複数の移動局装置 1 1 0 の

信号が重複 されて受信 してもよい。 また、 この場合、基地局装置 1 2 0 では

通知 した リソー ス プロック数 と異なる リソー ス プロック数で受信 されること

になるので、移動局装置 1 1 0 側 か ら増加 した リソースプロックのインデ ッ

クスを通知するよう予め決定 してもよい し、信号検 出の際に増加 させた リソ

—スプロックの全ての候補 に対 して複数回信号処理 を試みて、最 も受信性能

のよいものを検 出結果 とする方法 を用いてもよい。

[ 第 2 の実施形態 ]

以下、図面 を参照 しなが ら、本発明の第 2 の実施形態 について説明する。

本実施形態では、上 りリンクに、分割数 （クラスタ数）に制約のない C I u

s t e r e d D F T — S — 0 F D M A を用いる場合 について説明する。 こ

こで分割数 とは、移動局装置 1 1 0 に割 り当てる周波数帯域の分割数の こと

である。第 1 の実施形態では、割 り当てる周波数帯域 は、連続であ つたので



、分割数 は 0 である。 C I u s t e r e d D F T — S —O F D M A は、送

信信号 を D F T によ り時間周波数変換 して、サ ブキヤ リァに配置 して送信す

る S C — F D M A とは他の例である。

本実施形態 における無線通信 シ ステ ム 1 0 0 、移動局装置 1 1 0 及び基地局

装置 1 2 0 の構成 は図 1 、図 2 、図 3 、図 4 と同様であるため説明を省略す

る。ただ し、基地局装置 1 2 0 の リソー ス決定部 4 2 の動作が、第 1 の実施

形態 とは異なる。第 1 の実施形態では、 リソー ス決定部 4 2 は、周波数帯域

の割 り当てを行 う際に、移動局装置 1 1 0 には周波数方向に連続 した リソ一

スプロックを割 り当てるという条件 Α を満たすように していた。 しか し、本

実施形態の上 りリンクは、 C I u s t e r e d D F T — S —O F D M A を

用いるので、本実施形態 における リソー ス決定部 4 2 は、前述の条件 A の制

約 を受けずに周波数帯域の割 り当てを行 う。

[0031 ] 図 9 は、本実施形態 における リソ一ス決定部 4 2 による割 り当て結果の例

を示す図である。図 9 において、横軸 は周波数である。 また、符号 R B 1 、

R B 2 R B 1 5 は、 それぞれ リソースプロックである。図 9 に示す例

では、 リソー ス決定部 4 2 は、第 1 の移動局装置 1 1 0 に、符号 B 1 1 を付

した周波数帯域 （リソー ス プロック R B 1 ~ R B 3 、 R B 7 、 R B 9 、 R B

1 3 ~ R B 5 ) を割 り当てている。 また、第 2 の移動局装置 1 1 0 に、符

号 B 2 を付 した周波数帯域 （リソー ス プロック R B 4 ~ R B 6 、 R B 8 、

R B 1 0 ~ R B 1 ) を割 り当てている。周波数帯域 B 1 1 は、 8 リソー ス

プロックであるので、対応する D F T ポイン ト数 は 8 X 1 2 = 9 6 である。

9 6 の素因数 は、 2 、 3 のみであ り、式 （1 ) を満たす。一方、周波数帯域

B 1 2 は、 7 リソースプロックであるので、対応する D F T ポイン ト数 は 7

X 1 2 = 8 4 である。 8 4 の素因数 は、 2 、 3 、 7 であ り、式 （1 ) を満た

さない。

[0032] 図 1 0 は、本実施形態 におけるスケジユー リング部 2 7 による割 り当て結

果の例 を示す図である。図 1 0 において、横軸 は周波数である。図 1 0 の割

り当て結果は、 リソー ス決定部 4 2 が図 9 に示す割 り当てを行 った ときの、



スケジユーリング部 2 7 による割り当て結果の例である。図 9 の周波数帯域

B 1 2 は、式 （1 ) を満たさないので、 R B調整部 4 3 は、周波数帯域 B 1

2 にリソースプロックR B 1 5 を追加 した周波数帯域 B 1 2 ' を、スケジュ

—リング部 2 7 による第 2 の移動局装置 1 1 0 への割り当て結果としている

。周波数帯域 B 1 ' は、 リソースプロック数は 8 であるので、対応するD

F T ポイン ト数は 8 X 1 2 = 9 6 であり、式 （1 ) を満たす。一方、図 9 の

周波数帯域 B 1 1 は、式 （1 ) を満たすので、移動局装置選択部 4 4 は、 リ

ソース決定部 4 2 による割り当て結果である周波数帯域 B 1 をそのままス

ケジュ一リング部 2 7 による第 1 の移動局装置 1 1 0 への割り当て結果とし

ている。

[0033] 図 1 1 は、従来の割り当て結果の例を示す図である。図 1 1 の例は、 リソ

—ス決定部 4 2 が図 9 のように割り当てた場合と同様の状況における従来の

割り当て結果である。非特許文献 1 などの従来の方法では、分割数に制約の

ないC l u s t e r e d D F T —S —O F D M を用いている場合、前述の

条件 B に加えて、式 （1 ) を満たすように割り当てる。このため、第 1 の移

動局装置には、図 1 0 と同様に周波数帯域 B 1 1 を割り当てるが、第 2 の移

動局装置には、周波数帯域 B 1 2 からリソースプロックB 8 を除いて、 リソ

—スプロックR B 4 ~ R B 6 、 R B 0 ~ R B 2 からなる周波数帯域 B

2 " を割り当てている。

[0034] このように、上りリンクにC l u s t e r e d D F T - S - 0 F D M A

を用いる場合でも、割当不可能なリソースプロック数を避けつつ、割り当て

るべきリソースプロックを各移動局装置 1 1 0 が使用することができ、その

結果周波数利用効率が高まる。このとき、図 1 1 のように、式 （1 ) を満た

すために空きR B を作って しまい無線資源の利用効率を下げることを避ける

ことができる。すなわち、 D F T ポイン ト数に制約があっても、周波数帯域

の利用効率の低下を抑えることができる。

なお、本実施形態において、 R B調整部 4 3 は、追加するリソースプロック

として、割り当て可能な周波数帯域のうち、最も優先度の値の大きいものか



ら順 に選択 す るよ うに して もよい し、 重複 した R B の信 号 の分離 を しゃ す い

な どとい った条件 で選択 す るよ うに して もよい。 また、 追加 す る ことで、 割

り当て る周波数 帯域 の分割数 が減 るもの を選択 す るよ うに して もよい。 分割

数 を減 らす ことで、 送信信 号 の P A P R (Peak t o Average Power Rat i o ；ピ

ー ク対平 均 電力比 ） の改善 や、 帯域 外輻 射 の削減 な どの効 果 を得 る ことがで

きる。

[ 第 3 の実施形 態 ]

以 下、 図面 を参 照 しなが ら、 本発 明の第 3 の実施形 態 につ いて説 明す る。

本実施形 態 で は、 上 り リンクに、 分割数 （クラス タ数 ） に制 約 のあ る C I u

s t e r e d D F T - S - 0 F D M A を用 い る場合 につ いて説 明す る。 本

実施形 態 で は、 分割数 が 2 であ る場合 につ いて説 明す る。

本実施形 態 にお ける無線 通信 シ ス テ ム 1 0 0 、 移 動局装 置 1 1 0 及 び基地局

装 置 1 2 0 の構成 は図 1 、 図 2 、 図 3 、 図 4 と同様 であ るため説 明 を省 略 す

る。 ただ し、 基地局装 置 1 2 0 の リソ ー ス 決 定部 4 の動作 が、 第 1 お よび

第 2 の実施形 態 とは異 な る。 本実施形 態 で は、 リソ ー ス 決 定部 4 2 は、 周波

数 帯域 の割 り当て を行 う際 に、前 述 の条件 A に変 えて、移 動局装 置 1 1 0 に

割 り当て る リソ ー ス プ ロ ック群 は、 2 分割 まで許容 す る とい う条件 A ' を満

たす よ うにす る。

図 1 2 は、 本実施形 態 にお ける リソ ー ス 決 定部 4 2 に よる割 り当て結 果 の

例 を示 す図であ る。 図 1 2 において、横軸 は周波数 であ る。 また、 符号 R B

1 、 R B 2 R B 1 5 は、 それ ぞれ リソー ス プ ロ ックであ る。 図 1 2 に

示 す例 で は、 リソー ス決 定部 4 2 は、 第 1 の移 動局装 置 1 1 0 に、 符号 B 2

を付 した周波数 帯域 （リソ ー ス プ ロ ック R B 1 ~ R B 4 、 R B 9 ~ R B 1

2 ) を割 り当てて い る。 また、 第 2 の移 動局装 置 1 1 0 に、 符号 B 2 2 を付

した周波数 帯域 （リソ ー ス プ ロ ック R B 5 ~ R B 8 、 R B 3 ~ R B 5 )

を割 り当てて い る。 周波数 帯域 B 2 1 は、 8 リソ ー ス プ ロ ックであ るので、

対応 す る D F T ポ イ ン ト数 は 8 X 1 2 = 9 6 で あ る。 9 6 の素 因数 は、 2 、

3 のみ であ り、 式 （1 ) を満 たす。 一方、 周波数 帯域 B 2 2 は、 7 リソ ー ス



プロックであるので、対応するD F T ポイント数は7 X 1 2 = 8 4 である。

8 4 の素因数は、 2 、 3 、 7 であり、式 （1 ) を満たさない。

[0036] 図 1 3 は、本実施形態におけるスケジユーリング部 2 7 による割り当て結

果の例を示す図である。図 1 3 において、横軸は周波数である。図 1 3 の割

り当て結果は、リソース決定部4 2 が図 1 2 に示す割り当てを行ったときの

、スケジューリング部 2 7 による割り当て結果の例である。図 1 2 の周波数

帯域 Β 2 2 は、式 （1 ) を満たさないので、R B調整部4 3 は、周波数帯域

Β 2 2 に、いずれかのリソースプロックを追加する。追加するリソースプロ

ックは、既に割り当てられているリソースプロック群のいずれかの端に隣接

するものなので、図 1 2 の場合、追加することができるR Β は { R B 4 、 R

B 9 、 R B } である。これを割当可能なR B と定義する。R B調整部4

3 は、これら割当可能なR B の中から優先度が最大のものを選択して追加す

る。具体的には、割当可能なR B の集合をS とし、割当不可能なリソースプ

ロック数の移動局装置のインデックスをu ' とすると、次式で割り当てるR

B を決定する。

[0037] [数3]

m = arg max P ( ' ,m ' ) . ( 3 ；
m'eS

[0038] 式 （3 ) により決定されたインデックスmのR B をu ' 番目の移動局装置

1 0 に割り当てる。第 1 の実施形態の場合、集合S に含まれるR B は第 1

の移動局装置 1 1 0 におけるR B 8 であり、第2 の実施形態の場合はクラス

タ数が無限であることから全てのR B が含まれる。

[0039] また、式 （3 ) で 1 R B増加させてもなお割当不可能な周波数インデック

スであった場合 （例えば、 1 4 R B となった場合など）は、式 （3 ) で増加

させたR B を割当リソースとして再度集合S を定義し、式 （3 ) によりさら

に割当リソース数を増加させ、この処理を割当不可能なリソースプロック数

でない状態になるまで繰り返すことでいかなる場合でも適用できる。



このように して リソー ス プロック R B 2 を追加 した周波数帯域 B 2 2 ' を

、 スケジュー リング部 2 7 による第 2 の移動局装置 1 1 0 への割 り当て結果

と している。周波数帯域 B 2 2 ' は、 リソースプロック数は 8 であるので、

対応する D F T ポイン 卜数は 8 X 2 = 9 6 であ り、式 （1 ) を満たす。一

方、図 1 2 の周波数帯域 B 2 1 は、 式 （1 ) を満たすの で、移動局装置選択

部 4 4 は、 リソー ス決定部 4 2 による割 り当て結果である周波数帯域 B 2

をそのままスケジュー リング部 2 7 による第 1 の移動局装置 1 1 0 への割 り

当て結果 と している。

[0040] 図 1 4 は、従来の割 り当て結果の例 を示す図である。図 1 4 の例は、 リソ

—ス決定部 4 2 が図 1 2 のように割 り当てた場合 と同様の状況における従来

の割 り当て結果である。非特許文献 1 などの従来の方法では、前述の条件 A

' 、 B に加えて、式 （1 ) を満たすように割 り当てる。 このため、第 1 の移

動局装置には、図 1 2 と同様 に周波数帯域 B 2 1 を割 り当てるが、第 2 の移

動局装置には、周波数帯域 B 2 2 か らリソー ス プロック B 1 3 を除いて、 リ

ソー ス プロック R B 4 ~ R B 6 、 R B 1 4 ~ R B 1 5 か らなる周波数帯域 B

2 2 " を割 り当てている。

[0041 ] このように、分割数 に制限のあるC I u s t e r e d D F T - S - 0 F

D M であっても、割当不可能な リソー ス プロック数 を避 けつつ、割 り当てる

べ き リソー ス プロックを各移動局装置 1 1 0 が使用することができる。すな

わち、 D F T ボイン 卜数 に制約があっても、周波数帯域の利用効率の低下を

抑えることができる。 さらに、一部の R B で無線 リソースを多 く割 り当てて

いることと等価であるため、無線資源の利用効率 も高い。

[0042] また、上述 した各実施形態における移動局装置 1 1 0 および基地局装置 1

2 0 の一部、 または全部の機能を実現するためのプログラムをコンピュータ

読み取 り可能な記録媒体に記録 して、 この記録媒体に記録 されたプログラム

をコンピュータシ ステ ム に読み込 ませ、実行することにより移動局装置 1 1

0 および基地局装置 1 2 0 を実現 してもよい。なお、 ここでいう 「コンビュ

—タシ ステ ム」 とは、 O S や周辺機器等のハー ドウェアを含むものとする。



[0043] また、 「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディ

スク、光磁気ディスク、 R O M、 C D —R O M等の可搬媒体、コンピュータ

システムに内蔵されるハー ドディスク等の記憶装置のことをいう。さらに 「

コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、インタ一ネット等のネットヮ

一クや電話回線等の通信回線を介 してプログラムを送信する場合の通信線の

ように、短時間の間、動的にプログラムを保持するもの、その場合のサーバ

やクライアン 卜となるコンピュータシステム内部の揮発性メモリのように、

—定時間プログラムを保持 しているものも含むものとする。また上記プログ

ラムは、前述 した機能の一部を実現するためのものであっても良く、さらに

前述 した機能をコンピュータシステムにすでに記録されているプログラムと

の組み合わせで実現できるものであっても良い。

また、上述 した各実施形態における移動局装置 1 1 0 および基地局装置 1 2

0 の一部、または全部を典型的には集積回路であるL S I として実現 しても

よい。移動局装置 1 1 0 および基地局装置 1 2 0 の各機能プロックは個別に

チップ化 してもよいし、一部、または全部を集積 してチップ化 してもよい。

また、集積回路化の手法は L S I に限らず専用回路、または汎用プロセッサ

で実現 しても良い。また、半導体技術の進歩によりL S I に代替する集積回

路化の技術が出現 した場合、当該技術による集積回路を用いることも可能で

ある。

[0044] 以上、この発明の実施形態を図面を参照 して詳述 してきたが、具体的な構

成はこの実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱 しない範

囲の設計変更等も含まれる。

産業上の利用可能性

[0045] 本発明は、携帯電話装置を移動局装置とする移動体通信システムに用いて好

適であるが、これに限定されない。

符号の説明

[0046] 符号部

2 変調部



--- D F T 部

リソー ス割当部

復調用参照信号多重部

... I F F T 部

切替部

サ ゥンデ ィング参照信号多重部

C P 挿入部

0 送信部

送信 ア ンテ ナ

2 受信部

3 制御情報検 出部

4 M C S 識別部

5 リソー ス識別部

6 復調用参照信号生成部

7 サ ゥンデ イング参照信号生成部

8 受信 ア ンテ ナ

受信 ア ンテ ナ

2 受信部

3 C P 除去部

4 切替部

5 サ ゥンデ ィング参照信号分離部

6 伝搬路サ ゥンデ ィング部

7 スケジュ一 リング部

8 制御信号生成部

9 送信部

0 --- F F T 部

復調用参照信号分離部

2 伝搬路推定部



--- リソー ス分離部

... 信号検 出部

---送信 ア ンテ ナ

優先度算出部

--- リソー ス決定部

--- R B 調整部

... 移動局装置選択部

0 無線通信 シ ステ ム

0 移動局装置

0 基地局装置



請求の範囲

[ 請求項 1] 送信信号 を直交変換 し、サ ブキャ リアに配置 して送信する複数の通信

装置の各 々に、前記サ ブキヤ リァの周波数帯域 を割 り当てる割 り当て

決定部 と、

前記複数の通信装置の うち、前記割当て決定部が割 り当てた周波数帯

域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数ではない前記通信装置 を

選択する通信装置選択部 と、

前記選択 した通信装置の各 々に割 り当てる周波数帯域 を、前記割当

て決定部が割 り当てた周波数帯域か ら変更する周波数帯域調整部 と

を具備 し、

前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域の各 々に含 ま

れるサ ブキャ リアの数が、前記所定の数 となるように、前記変更を行

ラこと

を特徴 とする基地局装置。

[ 請求項 2 ] 前記割 り当て決定部 は、前記複数の通信装置の間で、割 り当て られ

る周波数帯域が重複 しないように、前記周波数帯域の割 り当てを行い

前記周波数帯域調整部 は、前記選択 した通信装置 と他の前記通信装

置 との間で、割 り当て られる周波数帯域の重複 を許容 し、かつ、前記

割 り当て決定部が割 り当てた周波数帯域 に対 して周波数帯域 を追加す

ることで、前記変更を行 うこと

を特徴 とする請求項 1 に記載の基地局装置。

[ 請求項 3 ] 前記周波数帯域調整部 は、前記周波数帯域の追加 を行 う際、割 り当

て可能な周波数帯域の うち、優先度の高いものか ら順 に追加すること

を特徴 とする請求項 2 に記載の基地局装置。

[ 請求項4] 前記周波数帯域調整部が追加する周波数帯域 は、前記割 り当て決定

部が割 り当てた周波数帯域 に隣接する周波数帯域であることを特徴 と

する請求項 2 に記載の基地局装置。



[ 請求項 5 ] 前記複数の通信装置が送信 した信号 を受信する受信部 と、

前記受信 した信号か ら前記通信装置各 々の信号 を検 出する信号検 出部

と

を具備 し、

前記信号検 出部 は、前記割 り当て られた周波数帯域が他の前記通信

装置 と重複 している前記通信装置の信号 については、干渉キャンセ リ

ングを行 って、前記受信 した信号か ら分離すること

を特徴 とする請求項 2 に記載の基地局装置。

[ 請求項 6 ] 前記干渉キャンセ リングは、 ターボ原理 に基づ く非線形繰 り返 し等

化 またはシ リアル干渉キャンセ リングであることを特徴 とする請求項

5 に記載の基地局装置。

[ 請求項 7 ] 前記直交変換 は、時間周波数変換であることを特徴 とする請求項 1

に記載の基地局装置。

[ 請求項 8 ] 複数の通信装置 と、基地局装置 とを具備する無線通信 システムであ

つて、

前記通信装置は、送信信号 を直交変換 し、サ ブキャ リアに配置 して

送信する送信部 を具備 し、

前記基地局装置は、前記通信装置の各 々に、前記サ ブキャ リアの周波

数帯域 を割 り当てる割 り当て決定部 を具備 し、

前記基地局装置 または前記通信装置は、前記割当て決定部が割 り当て

た周波数帯域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数であるときは

、前記割当て決定部が割 り当てた周波数帯域 を変更する周波数帯域調

整部 を具備 し、

前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれるサ

プキャ リアの数が、前記所定の数 とな らないように、前記変更を行 う

こと

を特徴 とする無線通信 システム。

[ 請求項 9 ] 送信信号 を直交変換 し、基地局装置が割 り当てた周波数帯域のサ ブ



キ ヤ リァに、前記直交変換 した信号 を配置 して送信する無線通信装置

であ って、

前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域 に含 まれるサ ブキ ヤ リアの数

が、所定の数であるときは、前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域

を変更する周波数帯域調整部

を具備 し、

前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれる

サ ブキャ リアの数が、前記所定の数 とな らないように、前記変更を行

ラこと

を特徴 とする無線通信装置。

[ 請求項 10 ] 基地局装置 における周波数帯域割 り当て方法であ って、

送信信号 を直交変換 し、サ プキャ リアに配置 して送信する複数の通信

装置の各 々に、前記サ ブキャ リアの周波数帯域 を割 り当てる第 1 の過

程 と、

前記複数の通信装置の うち、前記第 1 の過程 にて割 り当てた周波数帯

域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数ではない前記通信装置 を

選択する第 2 の過程 と、

前記選択 した通信装置の各 々に割 り当てる周波数帯域 を、前記第 1

の過程が割 り当てた周波数帯域か ら変更する第 3 の過程 と

を有 し、

前記第 3 の過程 において、前記変更の結果の周波数帯域の各 々に含 ま

れるサ ブキャ リアの数が、前記所定の数 となるように、前記変更を行

ラこと

を特徴 とする周波数帯域割 り当て方法。

[ 請求項 11] 送信信号 を直交変換 し、基地局装置が割 り当てた周波数帯域のサ ブ

キ ヤ リァに、前記直交変換 した信号 を配置 して送信する無線通信装置

における周波数帯域割 り当て方法であ って、

前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域 に含 まれるサ ブキ ヤ リアの数



が、所定の数であるときは、前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域

を変更する第 1 の過程

を有 し、

前記第 1 の過程 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれるサ プキ

ャ リアの数が、前記所定の数 とな らないように、前記変更を行 うこと

を特徴 とする周波数帯域割 り当て方法。

[ 請求項 12 ] 基地局装置のコンピュータを、

送信信号 を直交変換 し、サ プキャ リアに配置 して送信する複数の通信

装置の各 々に、前記サ ブキヤ リァの周波数帯域 を割 り当てる割 り当て

決定部、

前記複数の通信装置の うち、前記割当て決定部が割 り当てた周波数帯

域 に含 まれるサ ブキヤ リァの数が、所定の数ではない前記通信装置 を

選択する通信装置選択部、

前記選択 した通信装置の各 々に割 り当てる周波数帯域 を、前記割当

て決定部が割 り当てた周波数帯域か ら変更する周波数帯域調整部

と して機能 させるためのプログラムであ って、

前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域の各 々に含 ま

れるサ ブキャ リアの数が、前記所定の数 となるように、前記変更を行

ラこと

を特徴 とするプログラム。

[ 請求項 13 ] 送信信号 を直交変換 し、基地局装置が割 り当てた周波数帯域のサ ブ

キヤ リァに、前記直交変換 した信号 を配置 して送信する無線通信装置

のコンピュータを、

前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域 に含 まれるサ ブキヤ リアの数

が、所定の数であるときは、前記基地局装置が割 り当てた周波数帯域

を変更する周波数帯域調整部

と して機能 させるためのプログラムであ って、

前記周波数帯域調整部 は、前記変更の結果の周波数帯域 に含 まれる



サ ブキャ リアの数が、前記所定の数 とな らないように、前記変更を行

ラこと

を特徴 とするプログラム。



















INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 1 4 4 8
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
H 0 4 W72/1 2 ( 2 0 0 9 . 0 1 ) i , H 0 J 1 1 / 0 0 ( 2 0 0 1 ) i , H 0 4L2 7/0 0 ( 2 0 0 . 0 1 ) i , H 0 4 W72/0 4
( 2 0 0 9 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
H 0 4 7 2 / 1 2 , H 0 4 J 1 1 / 0 0 , H 0 4 L 2 7 / 0 0 , H 0 4 7 2 / 0 4

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

X 3 r d Generat ion Partne rship Pro e c t ; e c h n i cal , 7 - 1 3
Y Spe c f cati o n Group Radio Acce s s Netwo r k - 2 - 6

Evo lved Unive r s a l Terre strial Radi o Acce s s
( E-UTRA ) ；Phys i cal Channel s and Modul a t ion
( Re leas e 1 0 ) , 3 GPP T S 3 6 . 2 1 1 V 1 0 . 3 . 0 ( 2 0 1 1 - 0 9 )
3 GPP , 2 0 1 1 . 0 9 , 5 . 3 . 3

WO 2 0 1 1 / 1 4 9 0 1 5 A l ( Sharp Corp . ) , 2 - 6
0 1 De cember 2 0 1 1 ( 0 1 . 1 2 . 2 0 1 1 ) ,
paragraph s [ 0 0 4 0 ] t o [ 0 0 4 6 ] ； fig .
& J P 2 0 1 1 - 2 5 0 1 0 5 A

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand
to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive
document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"0 ， document referring to an oral disclosure, use, exhibition or other means combined with one or more other such documents, such combination
"p" document published prior to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art

the priority date claimed "&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
2 5 February , 2 0 1 3 ( 2 . 0 2 . 1 3 ) 0 5 March , 2 0 1 3 ( 0 5 . 0 3 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent O f f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 1 4 4 8

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y Ka zunari YOKOMAKURA e t a l . , " Spectrum- 2 - 6
Overlapped Re s ource Management u s ing Dynami c
Spectrum Control " , 2 0 0 8 Nen The I n s t i tute o f
E l ectroni c s , I nformati o n and Communi cat o n
Engi neer s Sogo Tai kai T su shin Koen Ronbun shu 1 ,
1 8 March 2 0 0 8 ( 1 8 . 03 . 2 0 0 8 ) , page 43 7 , B - 5 - 5 1

Y WO 2 0 0 9 / 15 42 5 0 A l (Sharp Corp . ) , 4 - 6
2 3 Decembe r 2 0 0 9 ( 2 3 . 1 2 . 2 0 0 9 ) ,
paragraph [ 0 0 0 7 ]
(Fami l y : none )

Y J P 2 0 0 8 - 12 4 8 43 A (Mat su shita E l e c t r i c 4 - 6
I ndu s t r i a l Co . , Ltd . ) ,
2 9 May 2 0 0 8 (2 9 . 05 . 2 0 0 8 ) ,
paragraph [ 0 1 8 2 ]
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 012 / 081448

The "pre scribed numbe r " described i n claims 1- 13 encompa sses any
"pre scribed number but what i s di sclo sed wi thin the meaning of PCT Arti cl e
5 i s only a numeri cal formula (1) " Sc = 2 · 3 · 5 〃described i n the descripti on
( [ 0005] , [ 0017] ) , and i s inadequate l y supported wi thin the meaning of PCT Art i cl e
6 .

The r ef or e , the search wa s conducted wi thin the scope supported and
di scl osed by the descript ion , whi ch i s a case wherei n the "pre scribed number
speci f cal l y described i n the descripti on i s indi cated by the numeri cal
formula (1) .

Form PCT/ISA/210 (extra sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 4 4 8

発明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )
Int.Cl. H04W72/12 (2009. 01) i ， H04J1 1/00 (2006. 01) i ， H04L27/00 (2006. 01) i ， H04W72/04 (2009. 01) i

B . — 調査を行った分野
調査を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H04W72/12, H04J1 1/00, H04L27/00, H04W72/04

最小限資料以外の資料で調査を行った分野に含まれるもの

日本国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本国公開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称、調査に使用 した用語)
6333
年年年年

C . 関連す ると認められ る文献
引用文献の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、そ の関連す る箇所の表示 請求項 の番号

X ΐ ά venerat ion Partnership Proj ect ; Techni cal Spec i f i cat ion 1，7 - 13

Group Radio Access Network ; Evo lved Universal Terrestrial Radio

Access (E-UTRA) ；Phys i cal Channe l s and Modulat ion (Re l ease 10) ， 2-6

3GPP TS 36. 2 1 1 V10. 3 . 0 (20 1 1—09) ， 3GPP, 20 11. 0 9， 5 . 3 . 3

0 20 11/ 1490 15 A l ( シ ャ ー プ 株式会社） 20 11. 12 . 0 1 2-6

[0040] - [0046] , [図 5 ] - [図 8 ] & J P 20 11-250 105 A

C 欄の続きにも文献が列挙 されているc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関する別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特に関連のある文献ではなく、一般的技術水準を示す 「Τ 」国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではなく、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願または特許であるが、国際出願 日 の理解のために引用す るもの

以後に公表 された もの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義を提起する文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考えられ るもの

日若 しくは他の特別 な理 由を確立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理由を付す） 上の文献 との、当業者にとって 自明である組合せに

Γθ 」 口頭による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性がない と考え
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ ァ ミ リー文献

国際調査を完了した 日 国際調査報告の発送 日
2 5 . 0 2 . 2 0 1 3 0 5 . 0 3 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 5 J 3 9 8 4

日本国特許庁 （I S A J Ρ ) 桑原 聡ー
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 5 3 4

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 8 1 4 4 8

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 複¾一一一口一 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

枕一成，他，ダイナ ミックス ぺ ク トル 制御を用いたス ぺ ク トル 重
リ ソー ス マ ネ ジ メ ン ト， 0 0 8 年電子情報通信学会総合大会通
講演論文集 1 ， 2008. 03. 18，第 437 頁，B- 5- 5 1

Y 0 2009/154250 A1 ( シ ャープ株式会社）2009. 12. 23, [0007] ( フ ァ 4-6

ミリーなし）

JP 2008-124843 A (松下電器産業株式会社） 2008. 05. 29， 【0 1 8
2 】 （フ ァ ミ リー なし）

様式 P C T Z I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 1 4 4 8

請求項 1-13 に記載された 「所定の数」はあらゆる 「所定の数」を包含するものであるが、
PCT 第 5 条の意味において開示されているのは、明細書に記載された数式 （1 ) 「N s c = 2 '
3 - 5 」（[0005] ，[0017] ) のみであり、PCT 第 6 条の意味での裏付けを欠いている。
よって、調査は、明細書に裏付けられ、開示されている範囲、すなわち、明細書に具体的に

記載されている 「所定の数」が数式 （1 ) で示される場合について行った。

式P C T I S Α 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

